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国立大学法人埼玉大学事業報告書 

 

Ⅰ はじめに 

 

  

 

埼玉大学は、多様なニーズやリソースを持つ首都圏で、埼玉県下唯一の国立大学であるとい

う特性を最大限に活かし、時代を超えた大学の機能である知を継承・発展させ、新しい価値を

創造することを基本的な使命としている。この使命達成のために、学長のリーダーシップのも

と、教育、研究、国際化、社会連携、広報、男女共同参画等を推進している。 

第３期中期目標期間では、個性化につながる、さらなる機能強化を進めるため、ビジョンと

して「埼玉大学 All in One Campus at 首都圏埼玉～多様性と融合の具現化～」を掲げた。文

系・理系・教員養成系の全学部が首都圏埼玉の１キャンパスに集まり、多様な学生が集う本学

の特性を活かし、強みと特色ある戦略的研究と融合科学研究により研究開発・教育拠点を形成

するとともに、PBL（Project-Based Learning）型文理融合教育によりイノベーティブでグロ

ーバルな人材を育成して首都圏埼玉を活性化、日本及び世界に貢献することを目指し、取組を

着実に進めていく。 

教育面では、課題解決型の学修を積極的に取り入れるため、「課題解決型インターンシッ

プ」を増設した。このインターンシップは、ＪＲ東日本や埼玉県との連携により、地域の課題

解決に取り組むものであり、参加した学生にとっては、社会について学び、今後社会人として

働くための貴重な経験となった。それぞれ最終日には、インターンシップ活動の成果について

報告会を行った。また、埼玉県との連携による県内企業の課題解決を目標とした授業科目「課

題解決型プログラム」を新設した。さらに、自らのキャリア形成について考えてもらうととも

に、埼玉県に対する理解を深めてもらうことを目的とした地域志向科目「地域創生を考える」

は科目数を増やし、250 名を超える多くの学生が受講した。 

研究面では、理工学研究科戦略的研究部門グリーン・環境領域において、 JST-

JICA 地球規模課題対応国際科学技術協力事業（ SATREPS）平成 29-34 年度「ベトナ

ムにおける建設廃棄物の適正管理と建廃リサイクル資 材を活用した環境浄化及び

インフラ整備技術の開発」（協力費総額：約 4.8 億円）に採択された。  

財務内容の改善では、第３期中期目標期間及び第４期中期目標期間にかけての

人件費シミュレーションを引き続き行い、昨年度策定した削減計画を着実に実施

できるように検討を行った。検討の結果、今後の財政状況を鑑みて教員においては

約 25 名分の人件費削減計画案を段階的に実施できるように各部局に要請すること

となり、前年比４名減となった。また、事務職員 18 名、技術職員４名の削減計画

については、それぞれ前年比３名減、１名減となった。  

以上、平成 29 事業年度は、法人化後の事業経営を引き続き順調に遂行した。今

後も、人件費及び一般管理費の抑制に努めるとともに、外部資金の獲得増など自己

収入の増収に取り組み、財務状況の改善を進めたい。  
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Ⅱ 基本情報 

１．目標 

 

２．業務内容 

  

 

埼玉大学は、総合大学として、時代を超えた大学の機能である知を継承・発展させ、新し

い価値を創造することを基本的な使命とする。 

第１の基本目標として、埼玉大学は、次代を担う人材を育成する高度な教育を実施すると

ともに、多様な学術研究を行って新たな知を創造し、これらの成果を積極的に社会に発信し

て、存在感のある教育研究拠点としてより一層輝く。  

第２の基本目標として、埼玉大学は、産学官の連携によって、知の具体的な活用を促進し

現代が抱える諸課題の解決を図るとともに、地域社会とのコミュニケーションを積極的に図

り、そのニーズに応じた人材を育成して、広域地域の活性化中核拠点としての役割を積極的

に担う。 

第３の基本目標として、埼玉大学は、海外諸機関との連携を推進して、多様なグローバル

人材を育成するとともに、人類が抱える世界的諸課題に学術成果を還元し、国際社会に貢献

する。 

埼玉大学は、多様なニーズやリソースを持つ首都圏の一角を構成する埼玉県にあって、唯

一の国立大学であるという特性を最大限に活かし、これらの基本目標の達成に向けてまい進

する。 

 

 

国立大学法人埼玉大学は、国立大学法人法第 22 条の定めるところにより、次の業務を行って

いる。 

１ 埼玉大学（以下「本学」という。）を設置し、これを運営すること。  

２ 学生に対し、修学、進路選択及び心身の健康等に関する相談その他の援助を行うこと。 

３ 本法人以外の者から委託を受け、又はこれと共同して行う研究の実施その他の法人以外の

者との連携による教育研究活動を行うこと。  

４ 公開講座の開設その他の学生以外の者に対する学習の機会を提供すること。  

５ 本学における研究の成果を普及し、及びその活用を促進すること。  

６ 前各号の業務に附帯する業務を行うこと。 
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３．沿革 

年  月 事       項 

1949(昭和 24)年 5 月 

 

 

1954(昭和 29)年 4 月 

1963(昭和 38)年 4 月 

1965(昭和 40)年 4 月 

 

 

1972(昭和 47)年 3 月 

1973(昭和 48)年 9 月 

1976(昭和 51)年 5 月 

1977(昭和 52)年 4 月 

1978(昭和 53)年 4 月 

1984(昭和 59)年 3 月 

1989(平成元)年 4 月 

 

1990(平成２)年 4 月 

1991(平成３)年 3 月 

               9 月 

1992(平成４)年 10 月 

 

 

1993(平成５)年 4 月 

1995(平成７)年 3 月 

1996(平成８)年 4 月 

 

1997(平成９)年 3 月 

2001(平成 13)年 9 月 

         10 月 

2002(平成 14)年 4 月 

2003(平成 15)年 4 月 

2004(平成 16)年 4 月 

 

 

 

 

 

2004(平成 16)年 10 月 

 

2006(平成 18)年 7 月 

2007(平成 19)年 3 月 

2008(平成 20)年 4 月 

「国立学校設置法」の施行により、浦和高等学校、埼玉師範学校及び

埼玉青年師範学校を包括し、文理学部、教育学部の２学部をもつ埼

玉大学として設置 

経済短期大学部を併設 

工学部設置 

文理学部を改組し、教養学部、経済学部及び理工学部設置 

工学部廃止 

教養部設置 

文理学部廃止 

大学院工学研究科設置 

理工学部を改組し、理学部及び工学部設置 

大学院文化科学研究科及び政策科学研究科設置 

大学院理学研究科設置 

理工学部廃止 

理学研究科及び工学研究科を改組し、大学院理工学研究科（博士前

期課程、博士後期課程）設置 

大学院教育学研究科設置 

理学研究科廃止 

工学研究科廃止 

経済短期大学部を合併し、経済学部を改組（経済学科、経営学科及び

社会環境設計学科を置き、全学科に主として夜間に授業を行うコ－

ス設置） 

大学院経済科学研究科設置 

教養部廃止 

東京学芸大学大学院連合学校教育学研究科（博士課程）に構成大学

として参画（他に千葉大学、横浜国立大学） 

経済短期大学部廃止 

政策科学研究科廃止 

21 世紀総合研究機構設置 

経済科学研究科（博士課程）設置 

文化科学研究科（博士課程）設置 

国立大学法人法の施行に伴い「国立大学法人埼玉大学」として新た

に発足 

全学教育・学生支援機構（2012 年 4 月 教育機構に改組）、21 世紀

総合研究機構（2005 年 1 月 総合研究機構に改組、2012 年 4 月 研究

機構に改組）、教育・研究等評価センター（2010 年 4 月 教育・研究

等評価室に改組）設置 

総合情報基盤機構（2012 年 4 月 情報メディア基盤センター、図書館

に改組）設置 

国際交流センター設置 

特殊教育特別専攻科廃止 

工学部に環境共生学科設置 
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2012(平成 24)年 3 月 

4 月 

 

 

 

 

 

2013(平成 25)年 10 月 

2014(平成 26)年 3 月 

 

4 月 

 

2015(平成 27)年 4 月 

 

2016(平成 28)年 4 月 

国際交流センター廃止 

国際本部設置 

全学教育・学生支援機構を教育機構に改組 

総合研究機構を研究機構に改組 

総合情報基盤機構を情報メディア基盤センター及び図書館に改組  

研究機構にアンビエント・モビリティ・インターフェイス研究セン

ター及び総合技術センター設置 

教育機構に基盤教育研究センター及び社会調査研究センター設置  

奥秩父自然科学研究所秩父山寮、脳科学融合研究センター及び地圏

科学研究センター廃止 

研究機構に脳末梢科学研究センター及びレジリエント社会研究セン

ター設置 

文化科学研究科及び経済科学研究科を改組し、大学院人文社会科学

研究科（博士前期課程、博士後期課程）設置 

大学院教育学研究科に教育学研究科教職実践専攻（教職大学院）設

置 

教育学部附属特別支援教育臨床研究センター設置  

教育機構に統合キャリアセンターSU の設置 

研究機構に先端産業国際ラボラトリー設置  

 

 

４．設立根拠法 

 

 

５．主務大臣（主務省所管課） 

  

国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号） 

文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課）  
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６．組織図 

 

 

 

７．所在地 

 

 

８．資本金の状況 

 

 

９．学生の状況 

  

大学の本部   埼玉県さいたま市 

６６,６５６,２４８,２８９円（全額 政府出資） 

総学生数        ８，４８４人 

  学士課程       ７，０１６人 

  修士課程       １，１７６人 

  専門職学位課程       ４４人 

  博士課程         ２４８人 
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１０．役員の状況 

役職 氏名 任期 経歴 

学長 山口 宏樹 平成 26 年 4 月 1 日  

 ～平成 30 年 3 月 31 日 

平成 6 年 4 月  

 ～平成 18 年 3 月 埼玉大学工学部教授 

平成 16 年 4 月  

 ～平成 18 年 3 月 埼玉大学教育研究 

評議会評議員 

平成 16 年 4 月  

 ～平成 20 年 3 月 埼玉大学全学教育・ 

学生支援機構副機構長 

平成 18 年 4 月 

 ～平成 24 年 3 月 埼玉大学大学院 

理工学研究科教授 

平成 20 年 4 月  

～平成 22 年 3 月 埼玉大学工学部長 

平成 22 年 4 月 

～平成 24 年 3 月 埼玉大学大学院 

理工学研究科長 

平成 24 年 4 月 

～平成 26 年 3 月 埼玉大学理事 

理事 

(研究・

産学官連

携担当) 

佐藤 勇一 平成 26 年 4 月 1 日   

 ～平成 30 年 3 月 31 日 

平成 6年 4月 

～平成18年 3月 埼玉大学工学部教授 

平成18年 4月 

～平成26年 3月 埼玉大学大学院 

理工学研究科教授 

平成22年 4月 

～平成26年 3月 埼玉大学工学部長 

平成25年 4月 

～平成26年 3月 埼玉大学大学院 

理工学研究科長 

理事 

(教学・

学生担

当) 

齊藤 享治 平成 26 年 4 月 1 日   

 ～平成 30 年 3 月 31 日 

平成11年 4月 

～平成26年 3月 埼玉大学教育学部教授 

平成12年 4月 

～平成16年 3月 埼玉大学教育研究 

評議会評議員 

平成24年 4月 

～平成26年 3月 埼玉大学教育部長 

埼玉大学大学院 

教育学研究科長 
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理事 

(総務・財

務担当) 

兼 

事務局長 

渡邊 淳平 平成 28 年 4 月 1 日   

 ～平成 30 年 3 月 31 日 

平成 24 年 8 月 

～平成 25 年 8 月 政策研究大学院大学 

大学運営局長 

平成 25 年 9 月  文部科学省大臣官房付 

平成 25 年 10 月 

～平成 27 年 9 月 日本学術振興会理事 

平成 27 年 10 月 

～平成 28 年 3 月 文部科学省大臣官房付 

理事 

(特命事

項担当) 

(非常勤) 

吉澤 雅隆 平成 26 年 4 月 1 日   

 ～平成 29 年 7 月 31 日 

平成 15 年 7 月 

～平成 18 年 6 月 在ロシア日本国大使館 

参事官 

平成 18 年 7 月 

～平成 20 年 6 月 経済産業省産業技術 

環境局大学連携推進課長 

平成 20 年 7 月 

～平成 23 年 6 月 経済産業省関東経済 

産業局地域経済部長 

平成 23 年 7 月 

～平成 24 年 4 月 原子力安全・保安院 

原子力安全広報課長 

平成 24 年 5 月 

～平成 24 年 11 月 吉岳商事株式会社 

専務取締役 

平成 24 年 12 月～ 吉岳商事株式会社 

代表取締役 

監事 齋藤 直樹 平成 28 年 4 月 1 日  

 ～平成 32 年 8 月 31 日 

平成 20 年 10 月     

～平成 25 年 2 月 日本大学評議員 

平成 22 年 2 月     

～平成 25 年 2 月 日本大学理工学部 

事務局長 

平成 24 年 3 月 

～平成 25 年 2 月 日本大学理事 

平成 25 年 2 月   日本大学 

理工学部非常勤嘱託 

平成 25 年 3 月  

～平成 26 年 2 月 日本大学理工学部 

臨時嘱託 
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監事 

(非常勤) 

小川 千恵子 平成 28 年 4 月 1 日   

 ～平成 32 年 8 月 31 日 

平成 18 年 2 月     

～平成 21 年 6 月 監査法人 

日本橋事務所勤務 

平成 22 年 7 月     

～平成 26 年 3 月 ﾘｿｰｽ･ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙ･ 

ﾌﾟﾛﾌｪｯｼｮﾅﾙｽﾞ勤務 

平成 26 年 3 月～  小川会計事務所開業 

平成 26 年 4 月  

～平成 28 年 3 月 日本学生支援機構 

監事（非常勤）  

 

１１．教職員の状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

Ⅲ 財務諸表の要約 

（勘定科目の説明については、別紙「財務諸表の科目」を参照願います。） 

 

１．貸借対照表 

（財務諸表：http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/29financial.pdf） 

（単位：百万円） 

資産の部 金 額 負債の部 金 額 

固定資産 

 有形固定資産 

  土地 

  建物 

   減価償却累計額 

  構築物 

   減価償却累計額  

  工具器具備品 

   減価償却累計額 

  図書 

その他の有形固定資産 

 その他の固定資産 

流動資産 

 現金及び預金 

 その他の流動資産 

72,805 

72,461 

54,763 

23,194 

△11,408 

1,847 

△1,281 

7,901 

△6,622 

3,931 

136 

343 

3,512 

3,290 

222 

固定負債 

 資産見返負債 

 その他の固定負債 

流動負債 

 運営費交付金債務 

 未払金 

寄附金債務 

 その他の流動負債 

6,899 

6,675 

225 

4,271 

1,052 

1,089 

1,160 

970 

負債合計 11,170 

純資産の部 金 額 

資本金 

 政府出資金 

資本剰余金 

利益剰余金 

66,656 

66,656 

△1,664 

155 

純資産合計 65,147 

資産合計 76,317 負債純資産合計 76,317 

教員 １，５２１人（うち常勤 ５４１人、非常勤 ９８０人） 

 職員   ４３９人（うち常勤 ２１９人、非常勤 ２２０人） 

（常勤教職員の状況）  

常勤教職員は前年度より２３人減少の７６０人であり、平均年齢は４５．７０歳（前年度４５．

４５歳）となっております。このうち、国からの出向者は１人、民間からの出向者は２人です。 

 

http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/29financial.pdf
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※記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示。 

２．損益計算書 

（財務諸表：http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/29financial.pdf） 

（単位：百万円） 

 金 額 

経常費用（A） 13,001 

 業務費 

  教育経費 

  研究経費 

  教育研究支援経費 

  人件費 

  その他 

 一般管理費 

 財務費用 

 雑損 

12,305 

1,566 

1,094 

436 

8,709 

500 

436 

3 

257 

経常収益(B) 13,001 

 運営費交付金収益 

 学生納付金収益 

 その他の収益 

5,698 

5,092 

2,210 

臨時損益(C) △2 

前中期目標期間繰越積立金取崩額(D) 26 

目的積立金取崩額(E) 1 

当期総利益（B-A+C+D+E） 25 

※記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示。 

 

３．キャッシュ・フロー計算書  

（財務諸表：http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/29financial.pdf） 

（単位：百万円） 

 金 額 

Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー(A) 765 

 原材料、商品又はサービスの購入による支出 

人件費支出 

 その他の業務支出 

 運営費交付金収入 

 学生納付金収入 

 その他の業務収入 

△2,224 

△8,872 

△769 

6,532 

4,689 

1,409 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー(B) 1 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー(C) △43 

Ⅳ資金に係る換算差額(D) - 

Ⅴ資金増加額（又は減少額）（E=A+B+C+D） 723 

Ⅵ資金期首残高(F) 1,967 

Ⅶ資金期末残高（G=F+E） 2,690 

※記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示。 

http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/29financial.pdf
http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/29financial.pdf
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４．国立大学法人等業務実施コスト計算書  

（財務諸表：http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/pdf/29financial.pdf） 

（単位：百万円） 

 金 額 

Ⅰ業務費用 6,572 

 損益計算書上の費用 

（控除）自己収入等 

13,037 

△6,465 

（その他の国立大学法人等業務実施コスト） 

Ⅱ損益外減価償却相当額 

Ⅲ損益外除売却差額相当額 

Ⅳ引当外賞与増加見積額 

Ⅴ引当外退職給付増加見積額 

Ⅵ機会費用 

 

761 

0 

2 

△251 

29 

Ⅶ国立大学法人等業務実施コスト 7,112 

※記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示。 

 

５．財務情報 

（１） 財務諸表の概要 

    ① 主要な財務データの分析（内訳・増減理由） 

 ※ 金額は百万円未満を四捨五入、％は少数第２位を四捨五入により計上しており、計は必ずしも一

致しない（以下のグラフも同様） 

      ア．貸借対照表関係 

      （資産合計） 

  平成２９年度末現在の資産合計は、前年度比１９８百万円（０.３％）減の７６，３１

７百万円となっている。 

主な減少要因としては、建物の減価償却累計額が７３８百万円（６.９％）増の１１，

４０８百万円となったこと、有価証券が６００百万円（１００．０％）減の０円となっ

たこと、工具器具備品が２５０百万円（３．１％）減の７，９０１百万円となったこと

などが挙げられる。 

また、主な増加要因としては、建物が３７１百万円（１．６％）増の２３，１９４百

万円となったこと、現金及び預金が１，２０３百万円（５７．６％）増の３，２９０百

万円となったことなどが挙げられる。 

       

      （負債合計） 

  平成２９年度末現在の負債合計は、２０９百万円（１．９％）増の１１，１７０百万

円となっている。 

主な増加要因としては、運営費交付金債務が７７５百万円（２７９．８％）増の１，

０５２百万円となったことなどが挙げられる。 

また、主な減少要因としては、資産見返負債が減価償却の進行などにより４０９百万

円（５．８％）減の６，６７５百万円に、環境対策引当金（流動）が１０７百万円（９

８．２％）減の２百万円となったことなどが挙げられる。 

 

      （純資産合計） 

平成２９年度末現在の純資産合計は、４０７百万円（０．６％）減の６５，１４７百      

万円となっている。 

http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/pdf/29financial.pdf
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主な減少要因としては、減価償却等の見合いとして損益外減価償却累計額が７１２百

万円（６．０％）増の１２,５９８百万円となったことなどが挙げられる。 

また、主な増加要因としては、資本剰余金が施設費及び目的積立金による資産の増加

等により、３６３百万円（３．４％）増の１０，９４０百万円となったことなどが挙げ

られる。         

 

      イ．損益計算書関係 

      （経常費用） 

  平成２９年度の経常費用は、３４百万円（０．３％）減の１３,００１百万円となって

いる。 

主な減少要因としては、人件費が退職給付費用の減少等により３７７百万円（４．２％）

減の８，７０９百万円となったことなどが挙げられる。 

また、主な増加要因としては、雑損がＰＣＢ廃棄物処理費等により２５６百万円増の

２５７百万円、研究経費が７３百万円（７．２％）増の１，０９４百万円となったこと

などが挙げられる。 

         

      （経常収益） 

平成２９年度の経常収益は、９百万円（０．１％）増の１３，００１百万円となって

いる。 

主な減少要因としては、受託研究収益が受入の減少により９７百万円（３９．７％）

減の１４７百万円となったこと、運営費交付金収益が業務費の減少等により６９百万円

（１．２％）減の５，６９８百万円となったことなどが挙げられる。 

また、主な増加要因としては、施設費収益が受入の増加により１１０百万円（４１１．

９％）増の１３６百万円となったことなどが挙げられる。 

   

      （当期総損益） 

  上記経常損益の状況及び臨時損失として３６百万円、臨時利益として資産見返負債戻

入など３４百万円、前中期目標期間繰越積立金取崩額２６百万円及び目的積立金取崩額

１百万円を計上した結果、平成２９年度の当期総損益は、２百万円（７．１％）増の２

５百万円となっている。 

       

      ウ．キャッシュ・フロー計算書関係 

      （業務活動によるキャッシュ・フロー） 

平成２９年度の業務活動によるキャッシュ・フローは、４３百万円（５．３％）減の７

６５百万円となっている。 

  主な減少要因としては、その他の業務支出が３９８百万円（１０７．０％）増の△７

６９百万円となったことなどが挙げられる。 

         

      （投資活動によるキャッシュ・フロー） 

  平成２９年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、１，１９５百万円（１００．

０％）増の１百万円となっている。 

 主な増加要因としては、有価証券の償還による収入が６００百万円増の６００百万円

となったことなどが挙げられる。 

         

      （財務活動によるキャッシュ・フロー） 
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  平成２９年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、８７百万円（６７．０％）増

の△４３百万円となっている。 

  主な増加要因としては、リース債務の返済による支出が８７百万円（８２．１％）減

の△１９百万円となったことなどが挙げられる。 

      エ．国立大学法人等業務実施コスト計算書関係 

      （国立大学法人等業務実施コスト） 

  平成２９年度の国立大学法人等業務実施コストは、２６３百万円（３．６％）減の７，

１１２百万円となっている。 

  主な減少要因としては、引当外退職給付増加見積額が１６７百万円（１９７．１％）

減の２５１百万円となったこと、業務費用が６９百万円（１．０％）減の６，５７２百

万円となったことなどが挙げられる。 

(表) 主要財務データの経年表                             （単位：百万円） 

区 分 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

資産合計  78,194 78,765 77,689 

 

76,515 76,317 

負債合計  11,796 12,493 11,319 10,961 11,170 

純資産合計  66,398 66,273 66,370 65,554 65,147 

経常費用  12,917 13,191 13,485 13,036 13,001 

経常収益  12,858 13,277 13,493 12,993 13,001 

当期総損益  59 9 178 23 25 

業務活動によるキャッシュ・フロー  393 1,347 △26 808 765 

投資活動によるキャッシュ・フロー  △782 △2,556 447 △1,195 1 

財務活動によるキャッシュ・フロー  △93 △141 △139 △129 △43 

資金期末残高  3,552 2,202 2,483 1,967 2,690 

国立大学法人等業務実施コスト  7,303 7,823 8,360 7,376 7,112 

（内訳）       

 業務費用  6,524 7,074 7,289 6,641 6,572 

   うち損益計算書上の費用  12,979 13,309 13,507 13,047 13,038 

     うち自己収入  △6,454 △6,236 △6,219 △6,406 △6,466 

 損益外減価償却相当額  788 832 793 792 761 

 損益外除売却差額相当額  28 0 9 0 0 

 引当外賞与増加見積額  42 16 23 △16 2 

 引当外退職給付増加見積額  △511 △361 246 △85 △251 

 機会費用  431 261 - 42 29 

 

    ② セグメントの経年比較・分析（内容・増減理由） 

        セグメントは、「学部・研究科等」及び「附属学校」に区分し、各セグメントに配賦し

ない業務損益及び資産は「法人共通」に計上している。 

    なお、「法人共通」には、学生等に対する教育活動を支援する部署が含まれている。 

 

     ア．業務損益 

  平成２９年度の業務損益は△０百万円と、前年度比４３百万円（９９．３％）増となっ

ている。これは、人件費の減少などが主な要因である。 

(表) 業務損益の経年表                                                    (単位：百万円) 

区 分 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

学部・研究科等 1,543 1,690 1,703 1,054 1,217 

附属学校 △355 △371 △361 △375 △422 
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法人共通 △1,247 △1,233 △1,333 △721 △795 

合 計 △59 86 8 △43 △0 

  
イ．帰属資産 

平成２９年度の総資産は７６，３１７百万円と、前年度比１９８百万円（０．３％）減と
なっている。これは、資産の減価償却などが主な要因である。 

   (表) 帰属資産の経年表                                                    (単位：百万円) 

区 分 ２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

学部・研究科等 39,045 39,662 39,777 38,993 38,617 

附属学校 16,711 16,654 16,699 16,625 16,569 

法人共通 22,438 22,450 21,213 20,897 21,130 

合 計 78,194 78,765 77,689 76,515 76,317 

 

    ③ 目的積立金の申請状況及び使用内訳等 

当期総利益２５百万円を、中期計画の剰余金の使途において定めた教育研究の質の向上 

及び組織運営の改善に充てるため、目的積立金として申請している。 

 平成２９年度においては、目的積立金をライフライン再生（個別空調設備）、年俸制導入

促進費、基幹・環境整備事業（空気調和設備更新等）の財源に充てるため取り崩し、８４

百万円を使用した。 

       

（２） 施設等に係る投資等の状況（重要なもの）  

    ① 当事業年度中に完成した主要施設等 

      総合研究棟（応用化学系）改修 

    ② 当事業年度において継続中の主要施設等の新設・拡充 

      該当ありません。 

    ③ 当事業年度中に処分した主要施設等 

      該当ありません。 

    ④ 当事業年度において担保に供した施設等 

      該当ありません。 

 

（３）予算・決算の概況 

  以下の予算・決算は、本学の運営状況について、国のベースにて表示しているものである。 

 (単位：百万円) 

区分 

 

２５年度 ２６年度 ２７年度 ２８年度 ２９年度 

予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 

収入 12,727 14,829 14,416 15,489 13,810 15,295 12,151 13,699 12,880 14,795 

運営費交付金収入  

 

補助金等収入 

学生納付金収入 

その他 

5,431 

 

297 

4,844 

2,155 

6,240 

 

354 

4,816 

3,419 

5,888 

 

1,204 

4,958 

2,367 

6,174 

 

1,407 

4,793 

3,115 

5,744 

 

566 

4,969 

2,530 

6,348 

 

554 

4,768 

3,625 

6,031 

 

201 

4,716 

1,203 

6,061 

 

378 

4,720 

2,540 

6,357 

 

104 

4,730 

1,689 

6,809 

 

219 

4,715 

3,052 

支出 12,727 14,081 14,416 14,031 13,810 13,918 12,151 12,270 12,880 12,437 
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※平成 29 年度の予算・決算の差額理由は、決算報告書を参照                               

教育研究経費 

一般管理費 

 

その他支出 

10,873 

- 

 

1,853 

11,473 

- 

 

2,607 

11,378 

- 

 

3,038 

10,813 

- 

 

3,218 

11,364 

- 

 

2,446 

11,515 

- 

 

2,403 

10,933 

- 

 

1,217 

10,805 

- 

 

1,465 

11,400 

- 

 

1,480 

10,807 

- 

 

1,630 

収入―支出 0 748 0 1,459 0 1,377 0 1,429 0 2,358 
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Ⅳ 事業の実施状況 

(1)  財源構造の概略等 

 当法人の経常収益は１３，００１百万円で、その内訳は、運営費交付金収益５，６９８百万

円（４３.８％（対経常収益比、以下同じ。））、学生納付金収益５,０９２百万円（３９.２％）、

その他収益２,２１０百万円（１７.０％）となっている。 

 また、事業に要した経常費用は１３,００１百万円で、その内訳は、教育経費１,５６６百万

円（１２.０％（対経常費用比、以下同じ。））、研究経費１,０９４百万円（８.４％）、教育研

究支援経費４３６百万円（３.４％）、人件費８,７０９百万円（６７.０％）、一般管理費４３

６百万円（３.４％）、その他７６０百万円（５．８％）となっている。 

 

(2) 財務データ等と関連づけた事業説明 

 ア．各学部・研究科等セグメント 

学部・研究科等セグメントは、学部、研究科、研究機構、図書館、情報メディア基盤センタ

ー及び国際本部により構成されており、学部では、専門性を軸に幅広い教養を備えた人材の育

成に努めるとともに、地球規模での人類的課題や地域社会が抱える現実的課題に応える研究

を積極的に推進することを目的とし、また、研究科では、学術の理論及び応用を教授研究し、

その深奥を究めて文化の進展に寄与することを目的としている。平成 29 年度においては、年

度計画に定めた事業は順調に実施した。特色のある取組については、以下のとおりである。  

学部教育・大学院教育の充実：教養学部、経済学部及び人文社会科学研究科では、学部学生

が早期卒業し、引き続き大学院博士前期課程に進学する「学士・博士前期５年一貫コース」を

開始した。５年一貫コースは、学士課程と博士前期課程を連結させた５年一貫の高等教育を行

うことで、グローバルな知識社会に対応できる高度な専門性を有した意欲ある人文社会科学

系人材を養成し、学部在籍の比較的早い段階から修士学位取得を視野に入れた密度の濃い教

育カリキュラムを課し、短期間で学士学位及び修士学位を取得することを目的とする。経済学

部では、開始初年度より２名がコースに参加し、大学院入試に合格して、人文社会科学研究科

への進学が決定した。 

研究拠点における研究の推進：文理融合など学際領域研究を推進するため、学長室のもと

に、人文社会科学研究科及び理工学研究科の関係者等で構成するプロジェクトチームを設置

し、文理融合を実現するための組織整備の構想を検討した。具体的な検討を進める過程で、ま

ずは工学系学士課程から強化することとなり、工学部の学科の大括り化へとシフトして検討

が進められ、平成 30 年度からの工学部の学科改組が決定した。また研究プロジェクトとして

は、人社系のメコン･プロジェクト、理工系の融合研究プロジェクトなどが企画され、それぞ

れに人社系･理工系の教員が参加し、学際領域研究を推進するための方策を検討した。 

地域社会との連携：事業化・起業等を見据えた産学官金の連携による取組を推進するため、

先端産業国際ラボラトリーにおいて共創型ワークショップやセミナーを 30 回以上開催した。

その結果、産業界、自治体等と積極的な議論や交流が深められ、新たな研究開発や事業化の検

討につながっている。また、「先端産業インキュベーション・スペース」においては、10 社を

超える多くの企業が活用を開始し、ヘルスケア機器関連の研究開発・製品化・実用化・標準化

を実施した。 

 

学部・研究科セグメントにおける実施財源は、運営費交付金収益３，７７６百万円（３６. 

４％）、学生納付金収益５,０８８百万円（４９.１％）、その他収益等１,５０１百万円（１４.

５％）となっている。また、事業に要した経費は、教育経費９３５百万円（１０．２％）、研

究経費９８１百万円（１０.７％）、教育研究支援経費３２４百万円（３．５％）、人件費６，
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３７２百万円（６９.７％）、その他経費等５３６百万円（５．９％）となっている。 

 

イ．附属学校セグメント 

附属学校セグメントは、附属幼稚園、附属小学校、附属中学校、附属特別支援学校により構

成されており、各園・学校とも、教育基本法及び学校教育法に基づき設置され、大学又は学部

における児童、生徒、幼児の教育、保育に関する研究への協力や、学生の教育実習の実施にあ

たることを目的としている。平成 29 年度においては、年度計画に定めた事業は順調に実施し

た。特色のある取組については、以下のとおりである。 

地域「モデル校」としての役割：全ての附属学校において教育研究協議会を開催しており、先

導的、実験的な授業を公開するなど、教育課題に関する研究成果の公表を行っている。この協議会

は毎年開催しており、県内外から多くの参加者がある。また、研究成果は研究紀要等にまとめら

れ、広く情報発信している。 

 

附属学校セグメントにおける実施財源は、運営費交付金収益４２５百万円（８４．６％）、

その他収益等７７百万円（１５．４％）となっている。また、事業に要した経費は、教育経費

１４１百万円（１５.３％）、人件費７８１百万円（８４.５％）、その他経費等２百万円（０．

２％）となっている。 

 

 ウ．法人共通セグメント 

法人共通セグメントは、事務局、教育機構により構成され、効率的・機動的な業務運営等を

行うことを目的としている。平成 29 年度においては、年度計画に定めた事業は順調に実施し

た。特色のある取組については、以下のとおりである。 

 男女共同参画等の推進：本学の男女共同参画等推進の取組が、科学技術人材育成費補助事業

「ダイバーシティ推進イニシアティブ（特色型）」に選定された。これを受けて、男女共同参

画室内に新たにダイバーシティ推進オフィスを設置し、本学におけるダイバーシティ研究環

境の実現を促進していくこととなった。取組の大きな二つの柱は、①現在、女性教員在職率・

上位職率の低い自然科学系の女性教員の積極採用・上位職登用に向けての取組、②育児・介護

と仕事の両立など、すべての教職員が働きやすい職場環境づくりである。また、埼玉県の女性

研究者と技術者が相互に交流し、活躍推進を図るために、埼玉大学と埼玉県が連携して「彩の

国女性研究者ネットワーク」を立ち上げた。 

事務の効率化・合理化：役教職協働を実現・強化するため、専門的知見を有する「高度専門

職」をインターンシップ担当の「スーパーバイザー」として統合キャリアセンターＳＵにおい

て雇用し配置している。スーパーバイザーが取りまとめる「埼玉県課題解決型インターンシッ

プ」の参加学生数は、平成 28 年度の８名から、平成 29 年度は 23 名となり、大幅に参加学生

数を増やすなど成果を上げた。また、今後の高度専門職の在り方については、検討を続けてい

る。 

ＩＲ推進体制の充実：学長室では、ＩＲ推進体制の充実を図るため、ＩＲ担当の職員１名を

増員して２名体制とし、ＩＲ推進体制が強化された。その結果、教育、研究、国際、社会貢献、

教職員、財務といった大学全般の基本データの収集が進み、そのデータを整理・統合及び分析・

グラフ化して、大学の現状・課題の把握及び分析等に活用できる大学全般の基本データ集「フ

ァクトブック」の作成を完了させることができた。ファクトブックは学内に向けて公開してお

り、データを更新した改訂版も発行した。 

埼玉大学基金の充実：平成 29 年度の寄附件数と寄附金額は、169 件、9,109 千円であった。

過去３年間の寄附金額を見ると、下記のとおり大幅に増加しており、昨年度創設された「修学

サポート基金」の募金活動、その他の基金を充実させる取組の実行により、その効果があらわ
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れているものと考えられる。 

          件数   寄附金額 

  平成 27 年度   62 件  3,419 千円 

  平成 28 年度  176 件  6,806 千円 

  平成 29 年度  169 件  9,109 千円 

評価作業の効率化：効果的にデータ収集を行うため、「中期目標・中期計画マネジメントシ

ステム」を導入している。このシステムは、収集するデータの一つに、年度計画に設定した評

価指標に係るデータがあり、システム化された統一的なフォーマットのもとに、効果的なデー

タ収集・蓄積を可能としている。平成 29 年度はシステムを本格稼働させるとともに、より効

率的な運用のため、稼働状況の検証を行った。その結果、改善が必要な点が明らかとなり、年

度計画の中間進捗状況調査に対応させるなど、システムの改修を行うこととなった。 

広報情報の効率かつ効果的な発信：全学的な広報連絡体制の下、学内の情報収集機能を強化

して大学の教育研究活動の成果等を効率かつ効果的に社会に発信するため、ホームページの

改修や広報誌の見直しを行った。ホームページについて、ユーザー向けには、構造改築を行っ

たことから、どのページにアクセスしても知り得たい情報を早く閲覧できるようになった。ま

た、レスポンシブデザイン化によりウェブ画面が見やすくなり、情報を得ることが容易になっ

た。大学構成員向けには、ＣＭＳ（コントロール・マネジメント・システム）をバージョンア

ップしたことにより記事掲載作業の利便性が向上した。また、アクセス解析機能を設定したこ

とによりアクセス分析を行い今後の情報発信に役立てることが可能となった。広報誌につい

ては、一般向け広報誌「SU NewsLetter」を年４回発行し、受験生向け広報誌「サイダイコン

シェルジュ」は、学生募集における「大学案内」「学生募集要項」の送付に合わせて発行月を

変更した。 

 

法人共通セグメントにおける実施財源は、運営費交付金収益１，４９８百万円（７０．２％）、

その他収益等６３６百万円（２９．８％）となっている。また、事業に要した経費は、教育経

費４９０百万円（１６．７％）、人件費１,５５６百万円（５３．１％）、一般管理費３４４百

万円（１１．７％）、その他経費等５３９百万円（１８．５％）となっている。 

 

(3) 課題と対処方針等 

 当法人では、運営費交付金の縮減に対応するため、経費の節減に努めるとともに、科学研究

費補助金、民間との共同研究費などの外部資金の獲得に努め、外部研究資金やその他の自己収

入を増加させるための取組を継続した。資金の運用については、運用可能な余裕金を見極め、

安定的な資金運用を行うため、国債による運用を継続し、収益をあげた。 

 経費の節減については、第３期中期目標期間及び第４期中期目標期間にかけての人件費シ

ミュレーションを引き続き行い、昨年度策定した削減計画を着実に実施できるように検討を

行った。検討の結果、今後の財政状況を鑑みて教員においては約 25 名分の人件費削減計画案

を段階的に実施できるように各部局に要請することとなり、前年比４名減となった。 

 一般管理費についても、外部委託業務の見直しを行い管理的経費の抑制を図るとともに、省

エネ機器を積極的に導入し光熱費の削減を図った。 

財務分析は、財務諸表等のデータを元に、活動性の指標、効率性の指標、発展性の指標等に

ついて同規模大学との比較、経年比較を行い、その結果を役員会、経営協議会に示している。 

今後も、人件費及び一般管理費の抑制に努めるとともに、外部資金の獲得増など自己収入の

増収に取り組み、財務状況の改善を進めたい。 
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Ⅴ その他事業に関する事項 

１．予算、収支計画及び資金計画  

（１）予算 

    決算報告書参照 

   （決算報告書：http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/29kessan.pdf） 

 

（２）収支計画 

    年度計画及び財務諸表（損益計算書）参照 

（年度計画：http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/29nendo-keikaku.pdf） 

   （財務諸表：http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/29financial.pdf） 

（３）資金計画 

  年度計画及び財務諸表（キャッシュ・フロー計算書）参照 

（年度計画：http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/29nendo-keikaku.pdf） 

   （財務諸表：http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/29financial.pdf） 

 

２．短期借入れの概要 

 

３．運営費交付金債務及び当期振替額の明細  

 

（１）運営費交付金債務の増減額の明細  

（単位：百万円） 

交付年度 期首残高 
交付金当 

期交付金 

当期振替額 

期末残高 
運営費交

付金収益 

資産見返運

営費交付金 

建設仮勘定

見返運営費

交付金 

資本剰余

金 小計 

２８年度 277 - 34 43 1 - 78 199 

２９年度 - 6,532 5,664 14 - - 5,679 853 

 

（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細  

① ２８年度交付分 

                                     （単位：百万円） 

区  分 金 額 内  訳 

業務達成基準

による振替額 

運営費交付金

収益 

34 ① 業務達成基準を採用した事業等：基幹・環境整備事業 

② 当該業務に関する損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：34 

 (教育経費：26、研究経費：3、教育研究支援経費：3、一般

管理費：1) 

 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 

 ｳ)固定資産の取得額：44(建設仮勘定 1 を含む) 

③ 運営費交付金収益化額の積算根拠 

資産見返運営

費交付金 

43 

建設仮勘定見

返運営費交付

金 

1 

資本剰余金 - 

該当ありません。 

http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/29kessan.pdf
http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/29nendo-keikaku.pdf
http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/29financial.pdf
http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/29nendo-keikaku.pdf
http://www.saitama-u.ac.jp/guide/information/info/29financial.pdf
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計 78   基幹・環境整備事業に係る費用計上額を全額収益化。 

期間進行基準

による振替額 

 

 

 

運営費交付金

収益 

- 該当なし 

資産見返運営

費交付金 

- 

資本剰余金 - 

計 - 

費用進行基準

による振替額 

運営費交付金

収益 

- 該当なし 

資産見返運営

費交付金 

- 

資本剰余金 - 

計 - 

合計  78  

 

② ２９年度交付分 

 

区  分 金 額 内  訳 

業務達成基準

による振替額 

運営費交付金

収益 

348 ① 業務達成基準を採用した事業等：イノベーションの創出

と地域活性を目指した融合科学研究・開発の推進と人材

育成、地域ニーズに即した人材育成と教員養成、強みを有

する分野の国際教育研究拠点化、国立大学改革強化推進

事業、一般運営費交付金プロジェクト事業 

 

② 当該業務に関する損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：348 

 (教育経費：25、研究経費：36、一般管理費：11、人件費：

276) 

 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 

 ｳ)固定資産の取得額：14 

③ 運営費交付金収益化額の積算根拠 

  イノベーションの創出と地域活性を目指した融合科学研

究・開発の推進と人材育成、地域ニーズに即した人材育

成と教員養成、強みを有する分野の国際教育研究拠点化、

国立大学改革強化推進事業について、計画に対する達成

率が１００％であったため、当該業務に係る運営費交付

金債務 348 百万円を収益化。 

資産見返運営

費交付金 

14 

資本剰余金 - 

計 362 

期間進行基準

による振替額 

 

 

 

運営費交付金

収益 

4,423 ① 期間進行基準を採用した事業等：業務達成基準及び費用

進行基準を採用した業務以外の全ての業務 

② 当該業務に関する損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：4,423 

  (人件費：4,423) 

 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 

 ｳ)固定資産の取得額：0 

③ 運営費交付金の振替額の積算根拠 

  期間進行基準に係る運営費交付金債務を全額収益化。 

資産見返運営

費交付金 

- 

資本剰余金 - 

計 4,423 
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費用進行基準

による振替額 

運営費交付金

収益 

893 ① 費用進行基準を採用した事業等：退職手当、年俸制導入促

進費、一般施設借料、PCB 廃棄物処理費 

② 当該業務に係る損益等 

 ｱ)損益計算書に計上した費用の額：762 

 (教育経費：6、PCB 廃棄物処理費：254、人件費：502) 

 ｲ)自己収入に係る収益計上額：0 

 ｳ)固定資産の取得額：0 

③ 運営費交付金の振替額の積算根拠 

  前年度までに充当した退職金 131 百万円を収益化。業務

進行に伴い支出した運営費交付金債務 762 百万円を収益

化。 

資産見返運営

費交付金 

- 

資本剰余金 - 

計 893 

合計  5,679  

 

 

（３）運営費交付金債務残高の明細  

（単位：百万円） 

交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画 

２８年度 業務達成基準

を採用した業

務に係る分 

191 ・一般運営費交付金プロジェクト事業 

基幹・環境整備事業（空気調和設備更新等）については、複数年

の事業であることから１９１百万円を翌事業年度に繰り越した

もの。 

期間進行基準

を採用した業

務に係る分 

8 平成 28 年度入学定員超過分 

・入学定員超過分について、その分を債務として繰り越したもの。 

・当該債務は、中期目標期間終了時に国庫返納する予定である。 

費用進行基準

を採用した業

務に係る分 

-  

計 199  

２９年度 業務達成基準

を採用した業

務に係る分 

740 ・一般運営費交付金プロジェクト事業 

教育研究環境整備等事業、インターナショナルレジデンス新設事

業については、複数年の事業であることからそれぞれ７２２百万

円、１８百万円を翌事業年度に繰り越したもの。 

期間進行基準

を採用した業

務に係る分 

-  

費用進行基準

を採用した業

務に係る分 

113 ・退職手当分について、残高１０３百万円を債務として繰り越し

たもの。 

・年俸制導入促進費分について、残高１０百万円を債務として繰

り越したもの。 

計 853  

  



-21- 

 

（別紙） 

 

■財務諸表の科目 

１．貸借対照表 

有形固定資産：土地、建物、構築物、工具器具備品、図書等、国立大学法人等が長期にわた

って使用する有形の固定資産。 

減価償却累計額：固定資産の減価償却費を直接控除せずに、間接的に控除する場合の償却費

の累計額。 

その他の有形固定資産：美術品・収蔵品、船舶、車両運搬具等が該当。 

その他の固定資産：無形固定資産（特許権等）、投資その他の資産（敷金・保証金）が該当。 

現金及び預金：現金と預金（普通預金及び一年以内に満期又は償還日が訪れる定期預金等）

の合計額。 

その他の流動資産：未収学生納付金収入、たな卸資産等が該当。 

資産見返負債：運営費交付金等により償却資産を取得した場合、当該償却資産の貸借対照表

計上額と同額を運営費交付金債務等から資産見返負債に振り替える。計上された資産見

返負債については、当該償却資産の減価償却を行う都度、それと同額を資産見返負債か

ら資産見返戻入（収益科目）に振り替える。 

その他の固定負債：長期借入金、長期リース債務等が該当。 

引当金：将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上するもの。徴収

不能引当金等が該当。 

運営費交付金債務：国から交付された運営費交付金の未使用相当額。 

寄附金債務：これまでに受領した寄附金の未使用相当額。 

未払金：支払債務のうち、当該年度中に支払が完了しなかったもの。 

政府出資金：国からの出資相当額。 

資本剰余金：国から交付された施設費等により取得した資産(建物等)等の相当額。 

利益剰余金：国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。 

 

２．損益計算書 

業務費：国立大学法人等の業務に要した経費。 

 教育経費：国立大学法人等の業務として学生等に対し行われる教育に要した経費。 

 研究経費：国立大学法人等の業務として行われる研究に要した経費。 

 教育研究支援経費：図書館、情報メディア基盤センター、科学分析支援センターで、特定 

の学部等に所属せず、法人全体の教育及び研究の双方を支援するために設置されてい 

る施設であって学生及び教員の双方が利用するものの運営に要する経費。 

 人件費：国立大学法人等の役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費。 

一般管理費：国立大学法人等の管理その他の業務を行うために要した経費。 

財務費用：支払利息等。 

運営費交付金収益：運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。 

学生納付金収益：授業料収益、入学料収益、入学検定料収益の合計額。 

その他の収益：受託研究収益、共同研究収益、受託事業等収益、寄附金収益、補助金等収益

等。 

臨時損益：固定資産の売却（除却）損益等。 

目的積立金取崩額：目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金（当期総利益）のうち、

特に教育研究の質の向上に充てることを承認された額のことであるが、それから取り崩
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しを行った額。 

 

３．キャッシュ・フロー計算書 

業務活動によるキャッシュ・フロー：原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費

支出及び運営費交付金収入等の、国立大学法人等の通常の業務の実施に係る資金の収支

状況を表す。 

投資活動によるキャッシュ・フロー：固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支出

等の将来に向けた運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の収支状況を表

す。 

財務活動によるキャッシュ・フロー：増減資による資金の収入・支出、債券の発行・償還及

び借入れ・返済による収入・支出等、資金の調達及び返済等に係る資金の収支状況を表

す。 

資金に係る換算差額：外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。 

 

４．国立大学法人等業務実施コスト計算書 

国立大学法人等業務実施コスト：国立大学法人等の業務運営に関し、現在又は将来の税財源

により負担すべきコスト。 

業務費用：国立大学法人等の業務実施コストのうち、損益計算書上の費用から学生納付金等

の自己収入を控除した相当額。 

損益外減価償却相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定さ

れない資産の減価償却費相当額。 

損益外減損損失相当額：国立大学法人等が中期計画等で想定した業務を行ったにもかかわら

ず生じた減損損失相当額。 

損益外除売却差額相当額：講堂や実験棟等、当該施設の使用により一般に収益の獲得が予定

されない資産を売却や除去した場合における帳簿価額との差額相当額。 

引当外賞与増加見積額：支払財源が運営費交付金であることが明らかと認められる場合の賞

与引当金相当額の増加見積相当額。前事業年度との差額として計上（当事業年度におけ

る引当外賞与引当金見積額の総額は、貸借対照表に注記）。 

引当外退職給付増加見積額：財源措置が運営費交付金により行われることが明らかと認めら

れる場合の退職給付引当金増加見積額。前事業年度との差額として計上（当事業年度に

おける引当外退職給付引当金見積額の総額は貸借対照表に注記）。 

機会費用：国又は地方公共団体の財産を無償又は減額された使用料により賃貸した場合の本

来負担すべき金額等。 

 


